
2021（令和３）年度

当初予算概要書

2021（令和３）年２月

伊賀市



目 次

◆2021（令和3）年度 予算（案）の概要・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ３

◆2021（令和3）年度予算（案）のポイント（１）～（２）・・・・・・・・・・ ４

◆2021（令和3）年度の取り組み姿勢・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ６

◆「こども くらし にぎわい」（市長公約）と第２次再生計画関連施策・・・ ７

▶ こども ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ８

▶ くらし ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１０

▶ にぎわい ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１３

◆新たな日常、デジタルトランスフォーメーション（ＤＸ）の推進・・・・・・・・・・・ １５

◆地方創生推進交付金関連事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １８

◆一般会計予算の概要・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １９

◆特別会計・企業会計・財産区特別会計の概要・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ３１

◆主要事業一覧（一般会計）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 別冊

◆主要事業一覧（特別会計・企業会計・財産区特別会計）・・・・・・・・・・ 別冊



3

2021（令和３）年度予算（案）の概要
会 計 名 令和３年度 令和２年度 増 減 伸 率(％)

一 般 会 計 42,553,201 42,591,326 △38,125 △0.1

特
別
会
計

国 民 健 康 保 険 事 業 特 別 会 計 9,258,176 9,429,701 △171,525 △1.8

事 業 勘 定 9,167,697 9,330,637 △162,940 △1.7

診 療 所 費 90,479 99,064 △8,585 △8.7

住 宅 新 築 資 金 等 貸 付 特 別 会 計 4,150 6,015 △1,865 △31.0

駐 車 場 事 業 特 別 会 計 46,294 55,400 △9,106 △16.4

介 護 保 険 事 業 特 別 会 計 10,529,207 10,811,513 △282,306 △2.6

サ － ビ ス エ リ ア 特 別 会 計 8,172 9,921 △1,749 △17.6

後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計 1,283,765 1,295,003 △11,238 △0.9

小 計 21,129,764 21,607,553 △477,789 △2.2

企
業
会
計

病 院 事 業 会 計 5,343,281 5,272,450 70,831 1.3

収 益 的 支 出 4,829,812 4,746,145 83,667 1.8

資 本 的 支 出 513,469 526,305 △12,836 △2.4

水 道 事 業 会 計 5,318,509 5,227,548 90,961 1.7

収 益 的 支 出 3,198,236 3,212,501 △14,265 △0.4

資 本 的 支 出 2,120,273 2,015,047 105,226 5.2

下 水 道 事 業 会 計 4,033,601 3,671,040 362,561 9.9

収 益 的 支 出 2,405,361 2,478,453 △73,092 △2.9

資 本 的 支 出 1,628,240 1,192,587 435,653 36.5

小 計 14,695,391 14,171,038 524,353 3.7

財
産
区

島 ケ 原 財 産 区 特 別 会 計 29,798 30,172 △374 △1.2

大 山 田 財 産 区 特 別 会 計 12,570 19,299 △6,729 △34.9

小 計 42,368 49,471 △7,103 △14.4

合 計 78,420,724 78,419,388 1,336 0.001 

（単位：千円）



2021（令和３）年度予算（案）のポイント（１）

（１）「新たな日常」への対応と「DX」を推進
新型コロナウイルス感染症の拡大防止、経済活動の両立を図りながら「新たな日常」が定着した社会
を実現するため、デジタルトランスフォーメーション（ＤＸ）を推進するとともに、「新たな生活様式」へ対
応した事業に取り組む

（２）新型コロナウイルス感染症の影響による市税収入減収分は、国の財源により対応
◇ 一般会計予算規模４２５．５億円 前年度予算比 約０．３８億円減△０．１%
◇ 市税１３６億円 前年度比１１．３億円減 △７．７％

（新型コロナウイルス感染症対策地方税減収補填特別交付金（固定資産税減収分）０．１億円）
◇ 市債発行額の増額、ただし、市債残高は縮小

・臨時財政対策債２４．５億円 前年度比 約９．６億円増 ＋６４．１％
・合併特例債借入期限による特例債起債額の縮小
特例債６．８億円 前年度比１１．９億円減△６３．７％

・市債残高（予算ベース） R２末 ５４8．1億円 → Ｒ3末 ５３４．７億円 １３．４億円減 △２．４％
◇ 基金の活用

・ふるさと応援基金繰入金２．３億円のほかコロナ対策基金繰入金など各種特定目的基金を繰入
・基金繰入額１７．２億円 前年度比１．１億円減（１８．３億円）△６％

◇ 国の第３次補正予算に伴う各種事業の進度調整
4



（６）令和２年度補正予算と一体的に予算を編成
新型コロナウイルス感染症や防災減災・国土強靭化へ対応するため、公共施設の改修、ため池等の

整備、道路整備など、喫緊の課題について国の補助事業に対応した令和２年度補正予算を令和３年度
当初予算と一体的に編成 5

2021（令和３）年度予算（案）のポイント（２）

（５）伊賀市版事業仕分けを実施
本市の財政状況は市税収入の減少や、合併のメリットであった普通交付税合併算定替終了による地

方交付税の減少、合併特例債の借入期間終了など歳入が減少することが予測されるなか、人件費や公
債費の割合が高いことから、スリムな財政運営を目指し、事務事業の仕分けに取り組む経費を措置

（４）三重とこわか国体の開催を推進
三重とこわか国体伊賀市開催競技会（正式競技5競技、デモンストレーションスポーツ2競技）

の運営や、開催機運醸成のための啓発活動やイベント、会場等の歓迎装飾、各競技会場の関
連整備等に加え、コロナ禍への対応に要する経費を措置

（３）新型コロナウイルスワクチン接種の実施
予防接種法及び検疫法の改正により、新型コロナウイルス感染症に係るワクチンの接種について、予防

接種法の臨時接種に関する特例が設けられ、国の指示・県との協力により、市においてワクチン接種に要す
る経費を措置（事務費及び接種費用の一部は、令和２年度補正予算措置済（専決処分））
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我が国の経済は、新型コロナウイルス感染症の影響により、依然として厳しい状況に
あり、感染症の経過によっては、さらに内外経済を下振れさせるリスクがあることなど、今
後の動向や影響に加え、本市においても市内の感染状況により、市民生活や飲食店
をはじめとした各事業所や企業の経営状況など、引き続き感染症の影響を注視していく
必要があります。

現在、第２次伊賀市総合計画第３次基本計画を策定中ですが、計画案に掲げる
３つの課題「Society5.0」、「持続可能な開発目標（SDGs）」、「COVID-19 など
の新たな危機」へ対応し、市民の生命や暮らしを守るため「こども、くらし、にぎわい。」の
視点で、「コロナの先の 未来・元気づくり」予算を編成しました。

2021（令和３）年度の取り組み姿勢



こ ど も

• 目標１：子育て世代の負担軽減と家計の底
上げ、食育と地産地消推進、小学校給食の
無償化を進めます

• 目標２：子どもの個性を大切にする学力の保
障、伊賀らしい郷土教育の推進

く ら し

• 目標３：医師確保をはじめ地域医療の充実、
地域包括ケアの推進、買い物・通院等の移動
の支援

• 目標６：ひとりひとりが大切にされる、人権・
平和・男女平等・多文化共生・多様性を大切
にする施策

に ぎわい

• 目標４：「日本の20世紀遺産20選」に選ば
れた街並み、農山村の自然環境、旧市庁舎
の有効活用による、観光戦略とにぎわい創出

• 目標５：伊賀の可能性を生かした、農林業
振興、移住定住、企業誘致、人材育成、雇
用創出、新規起業・就農のさらなる推進

市長公約

こども、くらし、にぎわい。

～コロナの先の、伊賀の元気づくり～

「こども くらし にぎわい。」
（市長公約）と

第２次再生計画関連施策

基本構想将来像
「ひとが輝く 地域が輝く」伊賀市

新たな日常・ＤＸ

健康づくり、子育て・少子化対策、
学校教育、教育環境、生涯学習

健康づくり、
障がい者支援、
高齢者支援、
福祉総合相談、
医療、公共交通、
危機管理、
人権尊重・非核
平和、同和問題、
多文化共生

観光、農業、
森林保全・林業、
中心市街地活
性化、商工業、
産業立地、
雇用・ 就業、
起業支援、
歴史・文化遺産、
広域連携

7
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こども

＜子育て支援プロジェクト関連事業（支援基金充当額）＞
・多文化共生推進事業 1,504千円

（外国につながりをもつ子どもたちの夢を育む事業委託料（「ささゆり教室」）
・子育て支援対策事業 81千円

（子育て支援ヘルパー派遣事業委託料）
・ファミリーサポートセンター運営事業 100千円（利用料助成金分）
・発達支援事業 6,665千円（児童発達支援事業委託料）
・結婚サポート事業 250千円（結婚サポート事業補助金）
・地域子育て支援拠点事業 200千円（にんにんパーク事業分）
・利用者支援事業 573千円（利用者支援事業分）
・母子健康診査事業 2,750千円（産婦健康診査事業分）
・母子健康づくり事業 228千円（産後ケア事業委託料）
・不妊治療等助成事業 1,898千円（不妊・不育症治療助成金）
・歯科保健事業 348千円（妊婦歯科健診分）
・図書館管理経費 66千円（外国語絵本購入分他)

私たちの未来を託す地域の宝である子どもを安心して産み、育てることができるよう、婚活支援や妊産婦のケア、保
育料無償化、民間が行う保育施設整備への支援などを行います。
さらに、子どもの個性を大切にしつつ、子どもたちが安心して学べるよう、学力の向上に向けた環境整備を推進します。
なお、子育て支援基金を財源に、少子化対策関連事業をパッケージ化した「にんにん 子育て支援プロジェクト」を推
進します。

＜その他関連事業＞
・私立保育所施設整備事業 91,809千円
（（仮称）新依那古保育所施設整備費補助金）
・キッズゾーン整備事業 1,000千円
（キッズゾーン路面表示工事費）
・施設改修事業（小学校） 50,162千円
（久米小学校屋内運動場大規模改造工事設計 他）
・施設改修事業（中学校） 14,740千円
（大山田中学校管理棟耐震診断調査業務 他）
※小中学校施設改修予算については、R2補正予算でも
計上



にんにん 子育て支援プロジェクト

伊賀市では取り組む大きな柱（「こども、くらし、にぎわい。」）の１つである「こども」については、「子ど
もは伊賀の宝」を柱の１つに掲げ、私たちの未来を託す地域の宝として、子どもを安心して産み、育てる
環境を充実させるための取り組みを行っています。

出会いから結婚、妊娠、出産、子育てまでを切れ目なく支援することについて、重点的に取り組んで
います。

9

安心して子どもを産み、育てることができる“伊賀市”

■基金の活用と整備
伊賀市では、2015（平成27）年９月に設置した「子育て支援基金」を活用して、

2016（平成28）年度から５年間「出会いから結婚、妊娠、出産、子育てまで」を
テーマに、安心支援パッケージを展開してきました。
2019（令和元）年10月から始まった保育料無償化や、当初市単独で実施した
事業のうち法制化された事業など、社会経済情勢の変化も踏まえ対象事業等を見直
し、今後策定される第２次伊賀市総合計画第３次基本計画を見通し、必要と考え
られる事業を「にんにん 子育て支援プロジェクト」として取り組みます。
なお、プロジェクトは、第２次伊賀市総合計画第３次基本計画の計画期間と合わ
せて、2024（令和6）年度まで４年間の事業とします。
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くらし

＜主な関連事業＞
・新型コロナウイルスワクチン接種事業 402,647千円（臨時予防接種業務委託料）
・救急医療事業 64,057千円（病院群輪番維持確保対策負担金 他）
・防災情報関連事業 59,400千円（防災情報システム導入業務委託料）
・市単消防施設整備事業 58,182千円（救急車購入 他）
・地域福祉推進事業 7,622千円（日常生活自立支援事業補助金、個人賠償責任保険料 他）
・生活支援体制整備事業 2,464千円（システム導入委託料 他）
・重度障害者タクシー料金等助成事業 14,554千円（タクシー料金等助成費 他）
・伊賀鉄道活性化促進事業 293,406千円（鉄道事業再構築実施計画中間見直し策定業務委託料 他）
・人権啓発推進事業 9,204千円（事業推進報償費 他）
・同和施策推進計画策定事業 3,481千円（同和施策推進計画策定業務委託料 他）
・しろなみ児童館施設改修事業 82,340千円（児童館大規模改修工事費 他）
・多文化共生推進事業 13,392千円（多文化共生プランアンケート調査委託料 他）

コロナ禍において市民が安心・安全に日々のくらしが送れるよう、関係機関と共に医師・看護師の確保をはじめと
した医療体制や、災害等への危機管理体制、新型コロナウイルス感染症のワクチン接種体制を充実します。
地域福祉では、令和3年度策定予定の「第４次伊賀市地域福祉計画」に基づき「地域共生社会」の実現を目

指し、高齢者・障がい者・子ども・生活困窮者などの分野別ではなく、本人の属性を問わず一体的な支援を行う
「重層的支援体制整備事業」により、包括的な支援体制構築のため、事業体系を見直すとともに、高齢者等交通
弱者の移動手段確保に努めます。
同和問題をはじめ、子ども、男女共同参画、障がい者、外国人、高齢者、性自認・性的指向等に加え、新たな

課題である 「コロナ差別」など、あらゆる人権問題について多様性のある社会の実現を進める人権保障の取組や、
市民・企業への啓発の取組を推進します。
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令和２年度 令和３年度

款・項 大事業 中事業 款（民生費）・項 大事業 中事業

民生費・社会福祉費 地域福祉推進事業 地域福祉体制づくり事業 ⇒ 社会福祉費 重層的支援体制整備事業 アウトリーチ支援事業

民生費・社会福祉費 地域福祉推進事業 地域共助基盤づくり事業 ⇒ 社会福祉費 重層的支援体制整備事業 共助の基盤づくり事業

民生費・社会福祉費 地域福祉推進事業 包括的支援体制構築事業 ⇒ 社会福祉費 重層的支援体制整備事業 多機関協働事業

（介護特会）地域支援事業費
包括的支援事業・任意事業費

生活支援体制整備事業費 協議体コーディネート事業
⇒ 老人福祉費 重層的支援体制整備事業 生活支援体制整備事業

総務費 一般管理経費 一般管理経費

民生費・社会福祉費 生活困窮者自立支援事業 生活困窮者自立支援事業 ⇒ 社会福祉費 重層的支援体制整備事業 生活困窮者自立支援事業

民生費・児童福祉総務費 子育て支援対策事業 子育て支援センター活動事業
⇒ 児童福祉費 重層的支援体制整備事業 地域子育て支援拠点事業

民生費・児童福祉総務費 子育て支援対策事業 子育て包括支援センター活動事業

（介護特会）地域支援事業費
一般介護予防事業費

一般介護予防事業費 地域介護予防活動支援事業費 ⇒ 老人福祉費 重層的支援体制整備事業 地域介護予防活動支援事業

民生費・社会福祉費 障害者福祉一般事業 障害者支援センター運営経費 ⇒ 社会福祉費 重層的支援体制整備事業 相談支援事業

（介護特会）地域支援事業費
包括的支援事業・任意事業費

総合相談事業費 総合相談事業費 ⇒ 老人福祉費 重層的支援体制整備事業
地域包括支援センター運営事業
（総合相談事業分）

（介護特会）地域支援事業費
包括的支援事業・任意事業費

権利擁護事業費 権利擁護事業費 ⇒ 老人福祉費 重層的支援体制整備事業
地域包括支援センター運営事業
（権利擁護事業分）

（介護特会）地域支援事業費
包括的支援事業・任意事業費

包括的・継続的ケアマネジメ
ント支援事業費

包括的・継続的ケアマネジメント支
援事業費

⇒ 老人福祉費 重層的支援体制整備事業
地域包括支援センター運営事業
（包括的・継続的支援事業分）

（介護特会）地域支援事業費
一般介護予防事業費

一般介護予防事業費 地域介護予防活動支援事業費 ⇒ 老人福祉費 重層的支援体制整備事業 地域介護予防活動支援事業

衛生費・保健衛生費 母子保健事業 母子健康づくり事業 ⇒ 児童福祉費 重層的支援体制整備事業 利用者支援事業

※人件費、会計年度任用職員除く

重層的支援体制整備事業への事業組替一覧（主なもの）
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にぎわい

伊賀市の未来、元気づくりには、市街地のにぎわいづくりや市街地と連携する周辺地域の活性化が必要不 可
可欠です。
市街地では、「日本の20世紀遺産20選」に選ばれた街なみを保存しつつ、エリアの中心となる上野公園から城下町

エリア（忍者体験施設周辺）を結ぶ導線を「にぎわい忍者回廊」と位置づけ、忍者体験施設の整備や市指定文化
財旧上野市庁舎をはじめとした公有財産の有効活用による、市街地のにぎわい創出に取り組みます。
市街地と対となる周辺地域では、地域の活力を維持、向上していくため、農林畜産物に限らず市内で生産される各

種産品の地産地消や特産品の「伊賀ブランド化」を進めるとともに、新たな産業用地の確保や、移住・交流の促進、移
住者などの起業支援を推進します。さらに、「伊賀・山城南・東大和」の３府県を跨ぐ定住自立圏域の中心市として、
地域間連携を推進し、圏域全体のにぎわいづくりを推進します。

＜主な関連事業＞

・芭蕉翁記念館・偲翁舎・蓑虫庵等改修事業 101,417千円（芭蕉翁生家保存改修工事 他）
・忍者市プロジェクト事業 25,446千円（にぎわい忍者回廊民間活力導入支援業務委託料 他）

・観光地域づくり支援事業 26,421千円（DMO事業推進負担金 他）

・街なみ環境整備事業 50,552千円（道路美装化工事 他）
・公園施設更新事業 72,429千円（上野公園園路整備工事、国体関連工事 他）

・中心市街地等商店街活性化事業 3,000千円（中心市街地等商店街活性化事業費補助金 他）

・伊賀ブランド促進事業 8,908千円（伊賀ブランド育成支援事業費補助金 他）
・移住・交流推進事業 9,588千円（移住支援事業補助金 他）

・団体営ため池等整備事業 404,500千円（ため池耐震診断業務委託料 他）

・産業集積開発事業推進経費 5,083千円（産業集積開発事業支援業務委託料 他）
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にぎわい忍者回廊創出プロジェクト事業イメージ

さまざま広場

市指定文化財旧上野市庁舎
伊賀流忍者博物館

成瀬平馬家長屋門

旧上野ふれあいプラザ 城下町の町並み



新たな日常、デジタルトランスフォーメーション（ＤＸ）の推進

新型コロナウイルス感染症の拡大防止
と経済活動の両立を図りながら「新たな日
常」が定着した社会を実現するため、「社
会的な環境整備」「新たな暮らしのスタイ
ルの確立」「新たな付加価値を生み出す
消費・投資の促進」の３つの政策分野に
対応する事業を行う必要が生じています。
また、政府の自治体におけるＤＸの推
進について、「デジタルの活用により、一人
ひとりのニーズに合ったサービスを選ぶことが
でき、多様な幸せが実現できる社会～誰
一人取り残さない、人に優しいデジタル化
～」 が示されたことから、本市においても
策定中の～暮らしいきいきデジタル社会の
まちづくり～を基本理念とした「伊賀市DX
ビジョン（仮称）」の内容も踏まえ、次の
事業に取り組みます。

15
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事業名 予算額（千円） 主な内容

移住・交流推進事業 166 オンラインセミナー、（オンライン）ふるさと回帰フェアin東京

空家等対策推進事業 650 リノベーション支援事業（加算分）

庁舎維持管理費 490 コロナ対策用消耗品

新型感染症対策費 70,816 伊賀市新型コロナウイルス感染症対策基金積立金

生活困窮者自立支援事業 31,047 住居確保給付金

応急診療所管理運営事業 16,239 応急診療所医事業務委託料、特定感染症補償保険

新型コロナウイルスワクチン接種事業 402,647 臨時予防接種業務委託料

特産農産物等振興事業 20,996 賄材料費（小中学校給食伊賀産食材利用促進事業）

観光地域づくり支援事業 18,873 ＤＭＯ形成支援負担金、ＤＭＯ事業推進負担金

短時間会計年度任用職員人件費 2,506 公園施設維持管理作業

公民館事業経費 18 オンライン講師謝礼

図書館管理経費 211 コロナ対策用消耗品

公共施設改修・修繕 35,629 空調・トイレ改修等

〇 新たな日常関連



事業名 予算額（千円） 主な内容

防災情報関連事業 59,400 防災情報システム導入委託料

地方創生推進事業 214 伊賀市若者会議ビジネス用ＳＮＳ使用料

スマート自治体推進事業 8,529 電子入札システム導入業務委託料 他

3,537 デジタル変革推進支援業務委託料
2,640 スマートフォンを利用した住民システムサービス利用料

243 テレワーク用光専用回線賃貸借

2,200 ＲＰＡ利用料

2,640 ＡＩ議事録作成システム使用料

792 自治体ＷＥＢフォーム作成ツール利用料

4,205 自治体専用チャットツール利用料

286 Ｗｅｂ会議用アカウント利用料

770 テレワーク用遠隔制御システムライセンス使用料

ホームページ管理経費 5,808 ホームページ改修委託料
行政バス運行経費 52 バスロケーションシステム使用料 他

普通財産管理及び取得事業 5,981 公共施設マネジメントシステム初期導入委託料

社会保障・税番号制度関連経費 5,420 住民基本台帳ネットワーク機器追加分（番号法関連）更新業
務委託料 他

空家等対策推進事業 1,331 移住促進伊賀魅力発信業務委託料 他

ごみ収集経費 2,260 ごみ分別アプリ外国語版導入業務委託料 他

生活支援体制整備事業 2,464 地域資源情報データベースシステム構築費、利用料

健康づくり推進事業 66 通信運搬費（ラインアカウント利用料）

情報化教育推進経費 33,407 GIGA端末保守サポート業務委託料、モバイルルータ通信費

貴重資料デジタル化事業 11,123 デジタルアーカイブ構築委託料
17

〇 DX関連



地方創生推進交付金（横展開タイプ）〔補助率1/2〕

〇伊賀市若者会議を核としたIGABITO育成プラットフォーム形成事業
・IGABITO育成事業 ・IGABITO活躍事業

・IGABITO発掘事業 ・IGABITO定着事業

18

地方創生推進交付金関連事業

〇忍者を入り口・切り口とした選ばれる「忍者市」への再生
・ with/afterコロナを見据えた公民連携による新しい観光戦略の策定
・ 忍者市創生プロジェクト事業
・ 忍者・観光人材育成事業
・ 忍者プロモーション及び案内機能の強化事業
・ 忍者体験観光受け入れ環境整備事業

第51回地域再生計画に認定（内閣府）され、国の支援を受ける３年目の事業
として、次の事業を展開します。



一般会計予算の概要
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【歳入予算の概要】

科 目
令和３年度
予算額

令和２年度
予算額

増減
（％）

市税 １３,６０１,００２ １４,７３２,８９８ △７.７

地方譲与税 ６１４,７４４ ６２８,９５７ △２.３

利子割交付金 １１,８８６ ２２,５８０ △４７.４

配当割交付金 ５４,３６２ ５２,８８２ ２.８

株式等譲渡所得割交付金 ３３,３１５ ５７,４５１ △４２.０

法人事業税交付金 ２２５,５８４ １６８,９３２ ３３.５

地方消費税交付金 ２,２１６,６０８ ２,０１３,２４１ １０.１

ゴルフ場利用税交付金 １６３,７５５ １５６,８１３ ４.４

環境性能割交付金 ８３,４５７ ７９,７１１ ４.７

国有提供施設等所在
市町村助成交付金

２,４５９ ２,４５９ ０.０

地方特例交付金 １１２,５１６ ８２,３７９ ３６.６

地方交付税 ８,６４０,６２６ ９,０１８,７０６ △４.２

交通安全対策特別交付金 ８,３００ ８,０００ ３.８

分担金及び負担金 ４００,４０５ ３８４,２９１ ４.２

使用料及び手数料 ５０２,３５１ ５１８,３３１ △３.１

国庫支出金 ５,０３７,８１５ ４,７１２,２８６ ６.９

県支出金 ３,３６５,８８８ ２,７３３,７１７ ２３.１

財産収入 ９１,６１０ ９２,６８０ △１.２

寄附金 ４００,０７２ ２１１,５１４ ８９.１

繰入金 １,７７７,５４５ １,８５２,４５５ △４.０

繰越金 ５００,０００ ５００,０００ ０.０

諸収入 ６８９,６９３ ６２６,１５０ １０.１

市債 ４,０１９,２０８ ３,９３４,８９３ ２.１

合 計 ４２,５５３,２０１ ４２,５９１,３２６ ０.０

自主財源

42.3％

依存財源

57.7％

市税

32.0%

負担金・使用料

など

2.1%

国からの交付金

28.6%

国県支出金

19.7%

市債

9.4%

一般会計歳入予算構成比

歳入総額

42,553,201千円

※
その他
8.2％ ※財産収入

寄付金
繰入金
繰越金
諸収入

（単位：千円）
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【歳入予算の概要】

＜市 税＞
市民の皆様から直接納めていただく税で、主な内容は個人市民税、法人市

民税、固定資産税、軽自動車税、市たばこ税、入湯税などがあります。
＜法人事業税交付金＞
地方法人特別税・譲与税制度の廃止に伴う減収分の補填措置として、法
人事業税の一部が県から交付されます。
＜環境性能割交付金＞
令和元年度から、自動車取得税に代わって、自動車税及び軽自動車税の
環境性能割交付金制度が創設され、交付金が県から交付されます。
＜地方譲与税・交付金関係＞
本来、地方が徴収すべき税を、便宜上、国税として徴収し地方に譲与するも

ので、本市で対象となるのは地方揮発油譲与税、自動車重量譲与税、森林
環境譲与税になります。なお、地方特例交付金に、減収が見込まれる地方税
に対する補填分として、新型コロナウイルス感染症対策地方税減収補填特別
交付金が新設されています。
＜利子割交付金・配当割交付金＞
利子等の支払いを受ける個人又は法人が納める利子割や、一定の上場株
式等の配当等の支払いを受ける個人が納める配当割を一定の基準により都
道府県が交付する税です。
＜地方消費税交付金＞
県が課税した消費税の内、２分の１に相当する額が人口及び従業者数で
按分され市町に交付されます。令和元年10月からの増税分は、保育所管理
運営事業など社会保障の財源として活用しています。

＜地方交付税＞
国税のうち所得税、法人税、酒税、消費税及びたばこ税のそれぞれ一定割
合の額を、地方公共団体が等しくその行うべき事務が遂行できるよう、一定の
基準により国が交付する税のことです。普通交付税と特別交付税があります。
＜国庫支出金＞
国からの負担金や補助金、委託金で、譲与税や交付税との違いは、国庫

支出金は使途が特定の事業に充てることとされている点です。
新型コロナウイルスワクチン接種事業費補助金などの増額により、6.9%の

増となっています。
＜県支出金＞
三重県からの負担金や補助金、委託金が主な内容です。
団体営ため池等整備事業補助金や国体会場地市町運営交付金などの

増額により、23.1%の増となっています。
＜分担金・負担金 使用料・手数料＞
市が行う事業に対する地元負担金や施設などの使用料が主な内容です。

＜繰入金＞
基金の取り崩し金や他会計からの繰入金が主な内容です。
前年度に比べ、財政調整基金繰入金や川上ダム周辺整備事業基金繰入
金などの減額により、全体で4.0%の減となっています。
＜市 債＞
市が主に建設事業に充てる借金ですが、合併特例債については、借入がで

きる最終年度となり、複合施設整備事業などに充てていますが前年度より、
63.7％の減となっています。
しかし、地方交付税財源の減少により、臨時財政対策債が前年度比

164％の増となっていることから、市債全体では前年度比2.1%の増となって
います。
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【市税の内訳】

科 目
令和３年度
予算額

令和２年度
予算額

増減
（％）

市民税 ４,８４７,６５７ ５,９０６,０８０ △１７.９

固定資産税 ７,７２９,４７２ ７,７８８,２８５ △０.８

軽自動車税 ３５２,３５７ ３４２,４４０ ２.９

市たばこ税 ６３１,６６６ ６４４,１７６ △１.９

鉱産税 ４５ ４５ ０.０

都市計画税 ２ １０ △８０.０

入湯税 ３９,８０３ ５１,８６２ △２３.３

計 １３,６０１,００２１４,７３２,８９８ △７.７

本年度は、新型コロナウイルス感染症の影響により、市民税、
入湯税などが減額となる見込みであり、個人市民税では前年度
比10.3％の減、法人市民税においても前年度比43.9%の減、
市税全体では前年度比7.7％の減を見込んでいます。

143 143

149
147

136

125

130

135

140

145

150

H29 H30 R1 R2 R3

市税の推移（予算額）億円

年度

（単位：千円）



【歳出予算の概要】

○費目別分類
一般会計の歳出予算を市が行う仕事や事業の費目別に分

類すると、次のようになります。

科 目
令和３年度
予算額

令和２年度
予算額

増減
（％）

議 会 費 ２８０,５１９ ２９８,６９８ △６.１

総 務 費 ７,１０４,２３０ ６,６０６,６９８ ７.５

民 生 費 １４,５５９,７５４１４,４５８,７４８ ０.７

衛 生 費 ４,４５８,４９６ ４,９８３,１０１ △１０.５

労 働 費 ９０,８７５ ６４,１８１ ４１.６

農 林 業 費 ２,３１６,４２２ １,８０５,９６７ ２８.３

商 工 費 ４３２,５４１ ４４８,１７２ △３.５

土 木 費 ２,３５２,６６１ ２,４６１,７２９ △４.４

消 防 費 １,６３８,３１４ １,７１０,９９８ △４.２

教 育 費 ３,４１３,８５２ ３,６０７,５９０ △５.４

災害復旧費 ２３０,０００ ２３０,０００ ０.０

公 債 費 ５,６４５,５３７ ５,８８５,４４４ △４.１

予 備 費 ３０,０００ ３０,０００ ０.０

合 計 ４２,５５３,２０１４２,５９１,３２６ △０.１
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議 会 費

0.7%

総 務 費

16.7%

民 生 費

34.2%
衛 生 費

10.5%
労 働 費

0.2%

農 林 業 費

5.4%

商 工 費

1.0%

土 木 費

5.5%

消 防 費

3.9%

教 育 費

8.0%

災害復旧費

0.5%
公 債 費

13.3%

予 備 費

0.1%

一般会計歳出予算費目別構成比

歳出総額

42,553,201千円

（単位：千円）
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〇 費目別予算の概要

＜議会費＞
市議会の運営に係る経費で、主な内容は議員報酬や政務活動費などです。

＜総務費＞
庁舎管理や電算システムの保守など行政内部にかかる経費が中心ですが、

地域振興や住民自治、人権啓発、防災関係などの経費も含まれています。
本年度は複合施設整備事業や芭蕉翁記念館・偲翁舎・蓑虫庵等改修

事業、スマート自治体推進事業などの増額により7.5%の増となっています。
＜民生費＞
福祉全般に関する経費で、市の事業の中でもっとも大きな割合を占めてい

ます。主な内容は老人福祉や保育所の運営管理、医療費助成、生活保護
費などがあります。本年度は、自立支援等給付事業や私立保育所等補助金
の増額などにより0.7%の増となっています。
＜衛生費＞
環境対策や清掃事業、健康推進などに係る経費で、主な内容はさくらリサ

イクルセンターなどの維持管理経費やごみ収集経費、乳幼児及び高齢者等の
予防接種に関する経費です。
本年度は、ワクチン接種事業の増がありますが、汚泥再生処理センター建設
事業が完了したことにより10.5%の減となっています。
＜労働・農林業・商工費＞
労働・産業に関する経費で、主な内容は土地改良事業や農業・商工業団

体への助成、観光振興に関する経費です。
労働費は、勤労者福祉会館管理運営経費などの増額により41.6%の増

となっています。農林業費については、団体営ため池整備事業や特産農産物
振興等振興事業の増額などにより28.3%の増となっています。商工費につい
ては、企業立地促進経費などの減額により3.5%の減となっています。

＜土木費・災害復旧費＞
土木費は、道路、公園、市営住宅などの維持管理や建設に関する経費が

中心ですが、街なみの保全や市街地整備に関する経費も含まれています。
また、災害復旧費は台風などの災害により破損した道路などを復旧する経

費です。
土木費は、県営土木事業負担金や生産管理用道路整備事業の減額な

どにより4.4%の減となっています。
＜消防費＞
消防に関する経費で、主な内容は消防、救急活動に関するものや防火水

槽などの防災基盤整備、消防団本部の運営に関する経費です。
本年度は、国補消防施設整備事業などの減額により4.2%の減となってい
ます。
＜教育費＞
市立の小中学校、幼稚園の管理運営に関する経費のほか、文化財の保

全やスポーツ振興、青少年育成、公民館の管理運営などの社会教育にかか
る経費が含まれています。
本年度は、三重とこわか国体開催に伴う負担金の増はありますが、崇広中

学校屋内運動場整備事業終了や国の財源に伴う、小中学校施設改修事
業の前倒しなどにより5.4%の減となっています。
＜公債費＞
市が建設事業のために借り入れた市債の償還に係る経費です。歳出予算

に占める割合が低いほど健全であるとされています。
＜予備費＞
地方自治法により設けることが定められている経費で、不測の事態により上

記科目で予算執行できない場合、この科目から支出することができます。



○性質別分類
一般会計の歳出予算を性質別に分類すると、次のようになります。

科 目
令和３年度
予算額

令和２年度
予算額

増減
（％）

人件費 ９,６４５,６１５ ９,７７９,８０８ △１.４

物件費 ８,３２８,２７０ ７,１３８,４１１ １６.７

維持補修費 ３９８,０３０ ３７９,０４２ ５.０

扶助費 ７,５１８,６８６ ７,４４３,４２２ １.０

補助費等 ５,４４５,３８６ ５,５５０,７０１ △１.９

投資的経費 ２,０３４,１０５ ３,０９７,５４２ △３４.３

公債費 ５,６４５,５３７ ５,８８５,４４４ △４.１

投資・出資・貸付金 １３０,１５２ ４０,０００ ２２５.４

積立金 ７５７,６２２ ５９５,５６９ ２７.２

繰出金 ２,６１９,７９８ ２,６５１,３８７ △１.２

予備費 ３０,０００ ３０,０００ ０.０

合 計 ４２,５５３,２０１４２,５９１,３２６ △０.１
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（単位：千円）

義務的経費

53.6%

投資的経費

4.8%

その他経費

41.6%

人件費

22.6％

扶助費

17.7%

公債費

13.3%

投資的経費

4.8%

物件費

19.6%

補助費等

12.8%

繰出金

6.2%

その他

3.0％

一般会計歳出予算性質別構成比

歳出総額

42,553,201千円
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〇 性質別予算の概要

＜人件費＞
市長などの特別職や職員の給与に加え、市議会議員や各種委員など

の報酬をはじめ嘱託職員、消防団員の報酬などが含まれます。本年度
は、国勢調査調査員報酬や退職予定者の減などにより、1.4%の減と
なっています。〔義務的経費(※)の一つです。〕
＜物件費＞
行政運営上必要となる消費的な性質をもった経費で、旅費、賃金、光

熱水費、通信運搬費、施設維持に係る委託料などが主な内容となりま
す。
本年度は、新型コロナウイルスワクチン接種や団体営ため池整備にかか

る委託料の増額などにより、16.7%の増となっています。
＜維持補修費＞
庁舎や公園、道路などの公共施設の維持補修に関する経費です。
本年度は、放課後児童施設などの公共施設維持補修経費の増額に
より、5.0%の増となっています。
＜扶助費＞
社会保障制度の一環として生活保護法、児童福祉法、老人福祉法

などの法律に基づき支出する扶助費だけでなく、市が独自に行う扶助費も
含まれています。
本年度は私立保育所等施設型給付費や住居確保給付金などの増額
により1.0%の増となっています。〔義務的経費(※)の一つです。〕
＜補助費等＞
各種団体への助成、負担金などが主な内容で、保険料や報償費も含

まれます。
本年度は、三重国体推進経費は増額していますが、私立保育所施設
整備事業の減額により、1.9%の減となっています。

＜投資的経費＞
市が行う建設事業と災害復旧に係る経費で、工事費だけでなく建設

事業に係る測量設計費などの経費も含まれます。主なものは、複合施設
整備事業、しろなみ児童館施設改修事業などです。
本年度は、汚泥再生処理センター建設事業が完了したことから、前年

度と比べ34.3%の減となっています。
＜投資・出資・貸付金＞
県との協調融資の原資や他会計への出資、貸付金が主な内容です。
本年度は、水道事業会計出資金への振替などにより、225.4 %の増
となっています。
＜積立金＞
市の貯金である「基金」への積立金です。
本年度は、伊賀市ふるさと応援基金積立金の増額などにより、27.2%
の増となっています。
＜繰出金＞
一般会計から特別会計又は特別会計相互間の予算の相互充用の方

法です。
本年度は、後期高齢者医療特別会計繰出金などの減額により、

1.2%の減となっています。

【義務的経費】
人件費、扶助費、公債費が地方公共団体の義務的経費と言われるも
ので、支出が義務づけられているものや任意に削減しにくい硬直性の高い
経費です。これらが歳出予算に占める割合が低いほど財政構造上、弾力
性に富み健全な財政であるとされています。
本年度の義務的経費の歳出予算に占める割合は53.6%であり、昨年

度の54.3%より0.7%の減となっています。
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【引上げ分の地方消費税の使途について】

（歳入）
地方消費税交付金（引上げ分） 1,103,487千円

（歳出）
社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費 4,764,120千円

〇社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費 （単位：千円）

事 業 名 経 費

財 源 内 訳
特 定 財 源 一般財源

国県支出金 市 債 その他
引上げ分の
地方消費税

その他

社会福祉

地域福祉推進事業 19,963 1,411 2,217 10,484 5,851

生活困窮者自立支援事業 50,668 36,528 7,761 4,094 2,285

障害者自立支援給付事業 2,109,806 1,573,886 2 343,950 191,968

福祉医療費助成事業 449,081 217,397 820 148,168 82,696

老人施設福祉事業 280,054 41,979 152,796 85,279

放課後児童対策事業 97,716 64,998 1,664 19,930 11,124

子育て支援対策事業 12,952 8,506 4,164 181 101

母子・父子自立支援事業 4,936 3,219 1,102 615

保育所管理運営事業 258,555 125 20,300 73,145 105,887 59,098

生活保護事業 1,223,526 957,019 14,600 161,673 90,234

保健衛生 予防対策事業 256,863 15,007 155,222 86,634

合 計 4,764,120 2,878,096 20,300 146,352 1,103,487 615,885



【入湯税の使途について】
（歳入） 入湯税 39,803千円 （歳出） 入湯税充当事業費 497,521千円

〇 入湯税充当事業 （単位：千円）

事 業 名 経 費
財 源 内 訳

特 定 財 源 一般財源
国県支出金 市 債 その他 入湯税 その他

環境衛生施設の整備 375,142 35,810 36,744 302,588
消防施設等の整備 58,182 37,200 5,641 1,661 13,680
観光施設の整備 38,751 3,573 25,630 1,034 8,514
観光振興 25,446 12,543 9,542 364 2,997

合 計 497,521 16,116 37,200 76,623 39,803 327,779
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【森林環境譲与税の使途について】
（歳入） 森林環境譲与税 56,194千円 （歳出）森林環境譲与税充当事業費 56,203千円

〇 森林環境譲与税充当事業 （単位：千円）

事 業 名 経 費

財 源 内 訳
特 定 財 源 一般財源

国県支出金 市 債 その他 森林環境譲与税 その他

未整備協定林整備事業 25,800 25,800
未来の山づくり事業 9,900 9,900
森林境界明確化事業 10,000 10,000
伊賀産材ブランド化事業補助金 4,000 4,000
森林環境譲与税基金積立金 2,931 9 2,922
文化施設改修事業 3,572 3,572

合 計 56,203 ９ 56,194
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【基金及び市債の残高】

市の貯金である基金は、各事業を行うにあたり財源が
不足しているため、約17億２千万円を取り崩す予定で
す。また、財政調整基金や伊賀市ふるさと応援基金等
へ約７億６千万円を積立てるため、令和３年度末基
金の残高は約131億円となる見込みです。
市民一人あたりの基金残高は、約15万円になります。

（※1）

121

137 133
146

153 157 157 153
140

131

100

120

140

160

億円

基金残高

576
569

562
553

560

543
555

548 548
535

500

520

540

560

580

億円
市債残高

市が建設事業等のために借入れた市債の残高は、令
和２年度末には約548億円（※2）になる見込みで
す。これは約55億４千万円を償還するのに対し、合併
特例事業を中心に約56億円を借入れるため、市債残
高が約６千万円の増額となります。
令和３年度は、約40億２千万円の借入れに対して、

償還額が約53億７千万円であるため、令和３年度末
の市債残高予定額は、令和２年度に比べ約13億円
の減額となります。
今後も引き続き、償還と借入れのバランスを考慮した

健全な運営に努めます。
市民一人あたりの市債残高は、約60万円になります。

（※1）
※１ 伊賀市の人口（住民基本台帳）

89,771人（2020/12/31現在）
※２ 令和元年度から令和２年度への繰越明許に係る市債発行額

約７億円を含む。
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事 業 名 借入予定額
地区市民センター整備事業 ２０，５００
文化施設整備事業 １，５００
複合施設整備事業 ２８７，３００
公共施設除却事業 ３１，２００
児童福祉施設整備事業 ４９，３００
伊賀南部環境衛生組合施設整備事業負担金 １１，９００
公共施設除却事業 ２７，９００
農業基盤整備事業 ６０，８００
道路橋りょう整備事業 １３，１００
下排水路整備事業 ３５，０００
公園整備事業 ５５，５００
消防施設整備事業 ８，８００
中学校施設整備事業 １１，９００
社会体育施設整備事業 １８，８００
小学校施設整備事業 ４７，５００

計 ６８１，０００

６市町村が合併した伊賀市は、「合併特

例債」という地方債の借入れが認められてい

ます。

この地方債は、地域の一体性を促進する

事業や行政サービスの均衡を図る事業、統

合による事業等、合併市町村が建設計画に

基づき実施する事業が対象で、伊賀市の場

合は平成16年度から令和３年度までの17

年間で約466億円を借入れることが可能で

す。（基金造成のための38億円を含む。）

また、令和元年度までの借入額は約439

億円で、借入期限となる令和３年度では、

複合施設整備事業など約６億８千万円を

借入れる予定です。

【合併特例債を活用する事業】
（単位：千円）



特別会計・企業会計・

財産区特別会計予算の概要
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【特別会計予算の概要】

会 計 名
令和３年度
予算額

令和２年度
予算額

増減
（％）

国民健康保険事業 9,258,176 9,429,701 △1.8

事業勘定 9,167,697 9,330,637 △1.7

診療所費 90,479 99,064 △8.7

住宅新築資金等貸付 4,150 6,015 △31.0

駐 車 場 事 業 46,294 55,400 △16.4

介護保険事業 10,529,207 10,811,513 △2.6

サービスエリア 8,172 9,921 △17.6
後期高齢者医療 1,283,765 1,295,003 △0.9

合 計 21,129,764 21,607,553 △2.2

＜駐車場事業＞
市が設置した11か所の有料駐車場の円滑な運営と管理を行っています。

＜介護保険事業＞
介護保険法に基づき、要介護認定を受けた方に対して、さまざまな介護

サービスに関する給付を行っています。また、地域包括支援センターを設け、
介護予防に関する事業も行っています。さらに、センターを３か所に設置し、
相談窓口の充実を図っています。なお、これらは、主に介護保険料と国庫
負担金により運営しています。

＜サービスエリア＞
名阪国道を利用する人々の利便性の向上と地域の特産物などを含む

商工観光を広く啓発するため、名阪国道下り線に設置された伊賀サービス
エリアの管理・運営を行っています。
サービスエリア内の食堂及び売店などの営業を委託した民間事業者より、

売上げの一定比率を収入とし、サービスエリアの維持管理費に充てています。

＜後期高齢者医療＞
75歳以上（65歳以上で一定の障がいがあり、広域連合の認定を受け
た者を含む。）の後期高齢医療被保険者の疾病又は負傷に対して必要
な医療給付などを実施するための特別会計です。
被保険者から保険料徴収、資格給付関係の申請・届出の受付、交付
等の窓口業務などを行い、三重県後期高齢者医療広域連合に対し納付
金を支払い、医療給付などの事務を県下で一元化し運営しています。

＜国民健康保険事業＞
国民健康保険法に基づき、被保険者の疾病、負傷、出産又は死亡に関して

必要な保険給付を行っています。国民健康保険税や国庫支出金などにより運
営しています。また、医療機関の不十分な地域住民の健康保持のため阿波診
療所を設置しています。

＜住宅新築資金等貸付＞
同和地区の環境整備改善を図るため、地区住民の住宅の新築などに必要な

資金の貸付事業を行ってきました。現在では貸付は終了し、返済業務と資金貸
付の原資として市が借り入れた市債の償還を行っています。

（単位：千円）
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【企業会計予算の概要】

会計名
令和３年度
予算額

令和２年度
予算額

増減
（％）

病院事業 5,343,281 5,272,450 1.3

収益的支出 4,829,812 4,746,145 1.8

資本的支出 513,469 526,305 △2.4

水道事業 5,318,509 5,227,548 1.7

収益的支出 3,198,236 3,212,501 △0.4

資本的支出 2,120,273 2,015,047 5.2

下水道事業 4,033,601 3,671,040 9.9

収益的支出 2,405,361 2,478,453 △2.9

資本的支出 1,628,240 1,192,587 36.5

合 計 14,695,39１ 14,171,038 3.7

（単位：千円）

＜病院事業＞
伊賀市立上野総合市民病院を開設し、伊賀市の総合病院として

市民の健康保持に必要な医療を提供しています。
収益的支出の主な内容は、医師、看護師などの給与費や医療にか

かる材料費、病院管理経費などがあります。
資本的支出の主な内容は、医療器械購入費、施設整備などの建

設改良費、企業債の元金償還金があり、会計全体で前年度比
1.3%の増となります。

＜水道事業＞
安全で安心な水道水の安定供給を行うため、浄水施設の維持

管理及び整備、老朽水道管の更新を行っています。
収益的支出の主な内容は、浄水場の運転及び維持管理費

用、人件費、企業債の支払利息などがあります。
資本的支出の主な内容は、配水管更新及び浄水施設整備な

どの建設改良費や、企業債の元金償還金があり、会計全体で前
年度比1.7%の増となります。
＜下水道事業＞
安全で快適な生活環境の確保や良好な水環境を形成するた
め、下水道施設の維持管理及び整備、老朽化施設の更新、施
設の長寿命化などの下水道整備を行っています。
収益的支出の主な内容は、下水道施設の運転及び維持管理

費用、人件費、企業債の支払利息などがあります。
資本的支出の主な内容は、管路及び処理場整備などの建設

改良費や、企業債の元金償還金があり、会計全体で前年度比
9.9%の増となります。
【企業会計について】

地方公共団体が経営する病院事業、水道事業及び下水道事業は、地方公営企
業法に基づき、経理の方法を企業会計により処理しています。一般会計やその他の特
別会計とは異なり、当該年度の損益取引に基づくもの（診療報酬、水道料金、下水
道使用料、人件費、物件費、材料費など）を「収益的収支」、投資資本の増減に関す
る取引（企業債、他会計補助金、国庫補助金、建設改良費、企業債償還金など）
を「資本的収支」として、２本立ての予算が組まれています。
また、損益計算書、貸借対照表やキャッシュ・フロー計算書等の財務諸表の作成が義

務づけられています。
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【財産区特別会計予算の概要】

会計名
令和３年度
予算額

令和２年度
予算額

増減
（％）

島ヶ原財産区 29,798 30,172 △1.2

大山田財産区 12,570 19,299 △34.9

合 計 42,368 49,471 △14.4

（単位：千円）

【財産区について】
財産区は地方自治法により法人格が認められた「特別地方公共

団体」です。財産区の権限は、財産又は公の施設の管理及び処分
又は廃止に限られ、市のように広範囲で事務を処理することはでき
ないとされています。また、市町村などは財産区の経費について会計
を仕訳けする必要があります。
島ヶ原財産区及び大山田財産区においては財産区の執行機関

は市であり、議決機関は市議会ですが、財産の管理又は処分に関
する事項については、条例に基づき設置された「管理会」の同意を
得る必要があります。

＜島ヶ原財産区＞
島ヶ原財産区は、旧島ヶ原村が過去の災害を教訓として

保全してきた山林などの管理造成のために設置されています。
主にゴルフ場への土地貸付収入により運営しています。
財産区が所有する山林などは合計で約410haあり、保

安林216ha、山林91ha、雑種地など103haで構成され
ています。

＜大山田財産区＞
大山田財産区は、旧大山田村の住民を中心に保全、継

承してきた山林などの管理造成を行うため設置されています。
主に風力発電施設への土地貸付収入により運営していま
す。
財産区が所有する山林などは合計で約191haあり、保

安林118ha、山林49ha、原野24haで構成されています。


